自　治　労　道　本　部　か　ら　の　要　求　書　に　対　す　る　回　答

（現業職員の賃金に関する重点要求書）
	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	１．現業職員の低賃金を改善し、差別・格差を解消すること。
　「賃金は生活給である」との認識に立って、現業公企職員の低賃金改善、非現業職員との差別・格差を解消すること。
①現業職員の賃金労働条件は、労使による交渉と合意により決定されるものであることから、十分な交渉・協議を行いその決定事項を尊重すること。

②「取組方針」の策定・公表は団体交渉事項であることから一方的な策定・公表は行わず労使合意を前提とすること
③賃金センサスとの比較公表については、業務内容、雇用形態（パート等も含む）、経験年数、企業規模・事業所規模等大きくことなり不適切であるため、比較公表を行わないこと。
　　とりわけ年収部分の比較は各種手当てなどの条件が著しくことなることから削除を求めます。また、個人情報保護の観点から２人以下の職種については個人情報保護の観点から公表をしないことを徹底させること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

	前文及び①　
・　現業職員の賃金・労働条件は、労働協約で締結できることが地方公務員法（第57条）や地方公営企業等の労働関係に関する法律（附則５）等の法令により定められているが、一方で、給与に関しては「その職務に必要とされる技能、職務遂行の困難度等職務の内容と責任に応ずるものでなければならない」とされ、また、「同一又は類似の国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与を考慮する必要がある」（地方公営企業法第38条第2項・第3項）と定められており、「能率性」や「均衡の原則」に考慮しなければならないことから、市町村等に対しては、今後とも必要な情報提供や助言を行って参りたい。
②③　

・　技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針の策定・公表については、その実施方法も含め、国の通知の趣旨を踏まえ、各自治体が適切な対応を行うよう助言して参りたい。
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